
ＩＴコーディネータ（組織）の活動状況

２００４年9月14日

特定非営利活動法人

ITコーディネータ協会
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ITコーディネータの県別・地域別分布
2004年8月25日現在
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地域別 ITC ITC補 合計 シェア（％）
北海道 45 17 62 1.1%
東北 83 39 122 2.2%
関東 2,605 867 3,472 63.8%
中部 319 134 453 8.3%
近畿 614 193 807 14.8%
中国 110 28 138 2.5%
四国 73 16 89 1.6%
九州 205 92 297 5.5%
合計 4,054 1,386 5,440 100.0%

5,000名
突破！

資格認定者 5,440名

2001.10月第1期生誕生
から約3年足らず
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ITC届出組織（コミュニティ）１12組織
（組合組織：６、ＮＰＯ：12、社団法人：１）

http://www.itc.or.jp/press/itcmap/SosikiMap.html

法人格を取得してビジ
ネスに乗り出す組織が

急増中



1.ITコーディネータの活動状況

1）連携と創造

2）成功事例

3）施策の活用



1）連携と創造
With地方銀行、商工団体、自治体、第3セクター



連携 千葉興業銀行との提携（ＮＰＯ千葉県ＩＴＣ）
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12
月
3
日
付
け

日
経
新
聞
に
掲
載

2003年12月よりＮＰＯ千葉県ＩＴコー
ディネータは、千葉興業銀行と連携
し毎週１回店頭に「ＩＴ化相談窓口」
を開設

ＩＴＣのアドバイスに基づくＩＴ投資計画に無担保
融資を行いリレーションシップバンキング展開
を意図する地方銀行と、銀行のネットワークや
顧客情報提供を受けて顧客開拓を図るＩＴＣと
の狙いが一致

ＮＰＯ千葉県ＩＴコーディネータ
鈴木英男理事長
http://npo-chibaitc.or.jp/



連携 広島銀行と提携（広島ITC協同組合）

2004年4月より広島ITC協同組合は、
広島銀行からIT化支援を希望する
取引企業の紹介を受け、成約時に
手数料を支払う提携を開始した。

4
月
20
日
付
け

日
経
新
聞
に
掲
載

同行は4月1日の組織改正で顧客のIT化を支
援する「IT推進室」を新設した。システム開発
会社6社とも提携しITCの助言に基づき機器や
サービスによって業者を選び、納入が決まった
場合は業者からも手数料を受け取る。

広島ITコーディネータ協同組合
普家浩文理事長
http://www.h-itc.org/
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東京商工会議所で会員企業の
経営革新プロジェクトにＩＴコーディネータを活用

http://www.tokyo-cci.or.jp/its/seisakunavi/it-jirei/index.html

2002年度、2003年度の
2年間、IT推進委員会
事業として、ITC10名が
東商会員企業8社の
「IT化計画策定」を支援

連携
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愛 媛 県

県の中小企業ＩＴ化支援事業を受託（ＮＰＯ法人ＩＴＣ愛
媛）

ＮＰＯ法人ＩＴＣ愛媛 えひめ産業振興財団

高度な情報化支援 基本的な情報化支援

関係機関
連絡会議

関係機関
連絡会議

商工団体
・ＩＴコーディネータ
・ＩＴＣ補助員（３名×２回）

＜産業情報センター＞
・ＩＴ化支援員（５名×２回）

（中小企業者）
・平成１４年度に企業訪問を行った企業のうち引き続き情報化支援が必要な企業等
・新たに高度な情報化支援が必要な企業等、商工団体等から紹介・依頼を受けた企業等

（中小企業者）
・平成１４年度に企業訪問を行った企業のうち引き続き情報化支援が必要な企業等
・新たに高度な情報化支援が必要な企業等、商工団体等から紹介・依頼を受けた企業等

・・愛媛県・ＩＴＣ愛媛（ＩＴコーディネータ）・産業情報センターの連携による支援体制の構築

連携・強化

（対象 約50社） （対象 約500社）

（委託）（委託）

２５００万円
平成１５年度

連携

ＮＰＯ法人ＩＴＣ愛媛 ℡089-922-6844
8
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港区役所が独自事業で「経営者研修」を実施連携

平成16年5月～6月（3日間）
「後継者育成研修」 8社 ～

自社にあった経営戦略策定体験～

有料￥3,000 研修であったが、
参加経営者から高い評価！

好評により秋にも実施予定

「経営者研修」は、ITC協会が教材を開発し、既に全国各地の商工団
体や支援センター等で百数十回実施しされ、好評を得ています。
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ＩＴＣを活用した新規事業の立上げ
（（株）名古屋ソフトウェアセンター+ＮＰＯ法人ＩＴＣ中部）

連携
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ＳＣ新事業組織図

センター長

ITCC事業部長

事業推進プロジェクト

登録ITC

プロジェクトメンバー

○ITC顧問業務サービス
○ITフルコンサルティング
○IT診断サービス
○経営コンサルティング
○ISO・ISMS・PM等認証コンサルティング
○その他

ITC中部 ITC・ITC補

○営業活動
○ITSSP事業
○コンサルティン
グ実務

事務局

○ITCの登録・更新管理
（データベース作成）
○ITCスキル評価
○適任者選定
○契約事務
○モニタリング・コントロール
○料金設定
○ML運営
○企画・広報

地域ソフトウェアセンターの新規
事業としてＩＴＣ顧問契約事業等
を運営する「ＩＴコーディネータ・
センター」を設置

中部地区のＩＴＣ約40名が参加登録し、
案件に応じてセンターが適格者を選定。
すでに13社の企業とのＩＴＣ顧問契約と
２つのＩＴ化プロジェクトを受注し活動中。

（株）名古屋ソフトウェアセンター
http://www.nagoya-sc.co.jp/



2）成功事例
ITコーディネータ活動の成果・活躍の場
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ＩＴコーディネータの支援した昭和電機と東海バネ工業が「２００３
年関西ＩＴ百選」の最優秀企業に（西岡理事が主催「西岡ＩＴ塾」参加企業）

ＩＴコーディネータの支援した昭和電機と東海バネ工業が「２００３
年関西ＩＴ百選」の最優秀企業に（西岡理事が主催「西岡ＩＴ塾」参加企業）
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テレビ番組でITコーディネータ活用企業が放映テレビ番組でITコーディネータ活用企業が放映
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テレビ東京系列番組「企業未来！チャレンジ２１」
で１月３１日（土）に全国ネット放送

ITコーディネータを活用して成功した企業
「昭和電機（株）柏木社長（大阪府大東市）」
を取材



日本経済新聞にITＣ活用企業の事例が掲載

ITコーディネータを活用して経営改革を実現した、
「東海バネ工業（株）（大阪市）」渡辺社長と
ITコーディネータ佐伯氏の講演を掲載

12月12日（金）朝刊第二部
「ITと経営革新」特集
発売部数：300万部 日本経済新聞主催

講演会+記事掲載
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■2003年度の成果

1）新規顧客受注金額：約３千万円↑
新規顧客開発数：106社↑

２）年初在庫金額の削減率：○17％

更に成果拡大
中！

IT投資額は
僅か３００万円
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03年ユニークアクセス・問合せ件数推移
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「日経BPガバメントテクノロジー」特集に掲載

ITC中国
http://www.scals.co.jp/ITC/itc-chugoku/

民間のノウハウを導入

見積もり金額を精査し

システム統合費用を
約１億円も削減

2004年春号

日経BPガバメントテクノロジー Webページにも掲載中

http://premium.nikkeibp.co.jp/e-gov/case/2004/case44a.shtml

ITCが2002年より業務受託

広島県福山市役所



適正価格でのIT調達支援
民間の手法を採用して

■広島県福山市役所
行政におけるIT化の調達に際しては企業の場合以上に客観性や透明性が求められるとともに、
適正なコストによる最適なシステム導入が必要との考えから、外部専門家としてITコーディネー
タを採用。（ITC中国に所属する中山章氏）

平成１５年度の市町村合併時、当初予定されていたシステム統合費用を約１億円も削減す
るなど顕著な成果をあげ、議会でも高い評価を受けている。

（平成１３年度：非常勤嘱託職員、平成１４年度～１５年度：業務委託、平成１６年度も継続中）

＊ITコーディネータの主な業務内容

・提案依頼書（RFP）の作成支援、提案書・見積りの評価、開発・運用進捗管理ほか

（参考）広島県三原市でも、平成１４年度より広島ITC協同組合に同様の業務委託を行っている。

■長野県庁
長野県庁はＩＴＣ長野に対して平成１５年度から「長野県庁内ＩＴ調達適正化事業」の支援業務を
委託してきており、特に平成１６年度は一定額以上の案件に対し、ＩＴＣ長野指定で案件の評
価・監理またはプロジェクト支援を委託する計画となっている。
ＩＴコーディネータは外部専門家として中立な立場（公平、公正、透明性）が評価されており、１５
年度では導入予算削減（平均▲１０％）、調達方法の見直しなど具体的な成果があがっている。
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地域情報化の支援
戦略的な地域活性化計画、IT化施策立案から職員研修まで

■北海道長沼町 （人口：１万３千人、北海道中央部、主要産業：農業、観光）

「地域公共高速ネットワーク」を活用した農村部の地域活性化と事業者誘致のモデルを推進。
農水省、総務省、町単独事業などを合わせて、総事業費約２９億円をかけて構築した、高度情報通信

基盤による情報活動「まおいネット」（the Message Application on the Information Network）を

推進する外部専門家ITアドバイザーとして、平成１３年より現在までITコーディネータほか８名を起用。

基盤整備段階の調達支援から、情報基盤の積極的な利活用のまでをアドバイス。企業組合を設立して

ネット販売を開始する農家のグループや、空港からの近さとSO-HO基盤を利しての積極的な誘致により

現在では陶芸家や作家などの芸術家や文化人の移住も進んでいる。

市町村合併に伴うシステム統合支援
ー地元に根づく支援をしてほしい、できれば地元の企業を使いたいー

■秋田県内 （千畑町、六郷町、仙南村の３町村合併に伴う業務システム統合）

合併人口：約２万４千人（千畑町/せんはた、六郷町/ろくごう、仙南村の合計）
合併予定：２００４年１１月（現在進行中）、（２００３年からITコーディネータが支援を開始）ITコーディネータは、ほか２名
の東京のコンサルタント企業からの出張者とチームを組み、システム統合に関する導入方針の策定支援、仕様決め支
援、プロジェクト管理等、システムに詳しくないユーザー（合併協議会）とベンダーの間に立ってプロジェクトをコーディ
ネート。２００４年４月からは、地元のITコーディネータ３名で、引き続きプロジェクト管理を中心に円滑なシステム統合を
支援している。 ITコーディネータは、元地元ベンダー企業の社員で、自治体向け業務を担当していたが、ITC資格取得
を契機に独立して当業務を請け負うことになった。
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「2004北海道IT活用撰集」でITCが受賞

北海道の経済団体が選出
した「IT活用撰集」で、ITCが
「ベスト・コーディネート賞」
を受賞

■主催：札幌商工会議所、北海
道経済連合会、北海道商
工会議所連合会

ITC北海道
http://www.itc-hokkaido.org/



中央官庁でのITC起用ほか

■中央省庁CIO補佐官25人の内、4人がITコーディネータ
本田 実 ：内閣府、内閣官房 三井情報開発 総合研究所コンサルティング部専門部長

川合浩司 ：内閣法制局 （元）横河電機情報システム部長

喜入 博 ：金融庁 ＫＰＭＧビジネスアシュアランス顧問

丸山文啓 ：文部科学省 インターナショナル・ネットワーク・セキュリティ技術本部長代理シニア・コンサルタント

■民間からITC資格者が情報担当に採用
農林水産省（情報担当企画官）、総務省

■入札資格要件にITCが加えられた
農林水産省：「旧式（レガシー）システム刷新可能性調査業務」（２００３年１０月９日説明会実
施）

日本郵政公社：「郵政総合情報通信ネットワークシステムの利用システム等接続試験の委託」
ほか２件） 2004年3月24日公告 ほか、日本道路公団など
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3）施策の活用
ITコーディネータは施策推進・活性化の人材
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ＩＴＩＴ推進アドバイザー推進アドバイザー派遣制度派遣制度（中小企業基盤整備機構）（中小企業基盤整備機構）

１人１日当り、１人１日当り、
15,00015,000円を振り円を振り

込み頂く込み頂く

事業団から事業団から､､派派
遣者に遣者に45,00045,000円円
と交通費と交通費((実費実費))
が支払われるが支払われる

50Km50Km以上以上
・旅費・旅費
・日当・日当3,4003,400円円
・宿泊費・宿泊費

13,70013,700円円
が支払われるが支払われる

経済産業省経済産業省 中小企業庁中小企業庁

中小企業総合事業団中小企業総合事業団

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

振
込
振
込

派
遣
料
振
込
依
頼

IT推進
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
登録D/B

ITITｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ協会ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ協会(ITCA)(ITCA)
IT推進アドバイザー担当 森、前田

info-adviser@itc.or.jp
TEL：03-5733-8380

ITC
(ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ)
登録D/B

②

③

内容を確認して内容を確認して
ﾆｰｽﾞを確定するﾆｰｽﾞを確定する

ITIT推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
を推薦を推薦

④

⑤

⑥
派遣依頼

中小企業者・組合中小企業者・組合

①

IT推進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
登録申請

ITC

①

申込窓口申込窓口



■■活用実績：活用実績：件数の大幅件数の大幅増と質の変化増と質の変化
2001年度 2002年度 2003年度 対前年比

　全派遣件数 124 271 671 248%

　ITC派遣件数 16 191 457 239%

協会窓口件数 0 34 236 694%

■■依頼依頼内容：内容：ITIT投資までの相談案件が増加し平均派遣回数が増加投資までの相談案件が増加し平均派遣回数が増加
※※企業規模の拡大傾向企業規模の拡大傾向
依頼の大多数は小規模企業からのものであったが、最近は中規模企業からの依頼も増加。同時に依頼内
容が複雑化。

※※リピート案件がリピート案件が増加（平均派遣回数増加（平均派遣回数55回）、回）、ITIT投資までの継続相談投資までの継続相談
アドバイスを求める案件から、具体的なIT投資を実現するまでの進め方を求める案件が増大。
１～２回の相談では意味が無く、10回程度の訪問事例もあり、平均派遣件数は５回程度となった。

※※具体的な経営革新プロセスの案件具体的な経営革新プロセスの案件
各種のコンサルを受けている企業からの相談も増加（従来のコンサルとは異なる視点からの成果を期待）

２００３年度実績２００３年度実績：：ITCITC派遣件数は対前年比派遣件数は対前年比2.42.4倍倍

ＩＴC協会が窓口になり利用者が大幅に増加！

経営者から協会への
直接電話相談が増加

24
Copyright © 200４ ITCA. All rights reserved



【内容】ITを活用した経営革新に有効なビジネスシス
テムの調査研究及び開発導入事業

IT活用型経営革新モデル事業

平成16年度採択件数（予算11.8億

経済局 採択件数 内ITC

北海道 14 9

東北 4 3

関東 24 13

中部 9 7

近畿 16 11

中国 16 7

四国 3 2

九州 6 4

沖縄 1 0

合 計 93 56

■補助率：対象経費の1/2

■補助金の規模
＊事前調査研究 100～500万円
＊経営革新支援（プログラム開発等）
300万円～3,000万円

ITCが経営者に紹介し、
積極的に応募

うち18件がH15年度まで
のITSSP事業参加企業

ITC関与比率60％以上



中堅・中小企業の中堅・中小企業のITIT化を全国規模で後押し化を全国規模で後押し

ＩＴ経営応援隊ＩＴ経営応援隊

サポーター
メーカー
ベンダー
販社
金融機関 等

支援機関
中小企業総合事業団
全国中央会
日商・全国連 等

教科書等の策定
優れた事例の収集・選定
施策情報の共有
啓発事業の展開
各事業の相互協力

中堅・中小企業中堅・中小企業

事務局事務局

地方組織地方組織

全国的な普及・啓発活動
中小経営者による事例発表会・セミナーも開催等
わかり易い教科書・事例の提供（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、電子媒体、本等）
事業者の取り組み支援
施策情報の提供、指導・相談等

ＩＴ経営応援隊の事業イメージ

ITC協会は「ＩＴ経営応援隊準備会」段階から本事業に参画し、現在、「IT経営
教科書作成委員会」のシンクタンク並びに事務局の役割を受託し推進中

応援隊募集中！
経済産業省IT経営応援隊事務局
（IPA ℡03-5978-7506）

教科書作成、IT経営百選選考、セミナー・事例
発表会、情報化に関する情報提供、公的支援
策の情報提供、各経済産業局・地域毎の一体
支援体制を確立 等実施
⇒2006年度までの3年間活動推進
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経済産業省の施策との連携「IT経営応援隊」

11 12 13 14 15 16

制度設計

16

2003 2004 20052002200120001999

制度運用

ﾏｯﾁﾝｸﾞ推進

14 15 17

表彰制度

IT活用型経営革新
モデル事業

ＩＴ投資1/2補助事業

ITSSP（ﾏｯﾁﾝｸﾞ）→ IT活用型経営革新ﾓﾃﾞﾙ事業等（事例創出）へ

7.05億円 11.8億円

5.0億円 3.95億円

ITSSP
事業

事例創出

http://www.chusho.meti.go.jp/it/h15_it_katuyo.htm

IT経営応援隊

「IT経営」成功
企業を増やす
（経産大臣賞）

気づき

活用

省庁間連携の推進
中小企業庁、国土交通省、
総務省等
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ITコーディネータ活動のフィールド

ITC組織

止まり木
（公的機関）

官公庁

商工団体
金融機関

経済産業省
公的機関
ITC協会

中堅中小
企業 大企業

表彰



最後に

ITコーディネータ成功の秘訣は？
ex.

北海道のITコーディネータ

大阪のITコーディネータ

兵庫のITコーディネータ

・・・・・・
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ITC協会ホームページ

http://www.itc.or.jp

＜お問合せ先＞

e-mail：info-pr@itc.or.jp

TEL.03-5733-8380（代）
FAX.03-5733-8388

〒105-0011東京都港区芝公園
１-8-21芝公園リッジビル7Ｆ

ＩＴコーディネータ協会

広報担当：松下、多田、高橋
ITコーデイネータは２１世紀型
のビジネスモデルを提案しま
す。
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